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長岡京市の給与・定員管理等について  

 

１ 総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区 分  

 

住民基本台帳人口  

     (20年度末) 

歳 出 額  

        Ａ  

実質収支  

 

人 件 費  

      Ｂ  

人件費率  

 Ｂ／Ａ  

(参考) 

19年度の人件費率  

20年度  
              人  

7 8 , 9 4 8  

      千円  

2 3 , 0 4 7 , 8 5 3  

    千円  

6 8 9 , 1 1 2  

    千円  

5 , 5 3 8 , 4 2 8  

      ％  

2 4 . 0  

              ％  

2 5 . 0  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算）  

区 分  

 

職員数 

 

    Ａ  

給     与     費  一人当たり  

給与費 B / A  

 

 

 

 

(参考 )類 似団 体平 均  

一 人 当 た り 給 与 費       給  料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計 

Ｂ  

20年度  
    人  

5 1 1  

    千円  

2 , 1 4 3 , 1 9 3  

    千円  

5 3 1 , 6 1 4  

    千円  

9 5 0 , 1 5 6  

    千円  

3 , 6 2 4 , 9 6 3  

       千円  

7 , 0 9 4  

        千円  

6 , 8 5 8  

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。  

 ２ 職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。  

 (3) 特記事項  

  特 に な し  

 

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）  

     

    

 

  【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数 ９８．５ （平成２１年４月１日現在） 

   （ 注 ） 平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 現 在 に お け る 団 体 支 給 率 と 国 基 準 支 給 率 に よ り 算 出 し た も の  

    ＊「 地 域 手 当 補 正 後 ラ ス パ イ レ ス 指 数 」と は 、地 域 手 当 を 加 味 し た 地 域 に お け る 国 家 公 務

員 と 地 方 公 務 員 の 給 与 水 準 を 比 較 す る た め 、地 域 手 当 の 支 給 率 を 用 い て 補 正 し た ラ ス パ イ

レ ス 指 数 で あ る 。  

（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の  

      給与水準を示す指数である。  

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を  

   単純平均したものである。
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（平成２１年４月１日現在）  

    ①一般行政職                                                                            

  

 

 

 

 

 

区 分  

 

平 均 年 齢      

 

職員数 平均給料月額  

 

平均給与月額  

 

平均給与月額  

（国ベース）  

長岡京市  44.8歳  372人     345,000円  446,975 円  407,047円  

京 都 府  44.8歳  ― 人      359,456円    453,498 円  415,806円  

国     41.5歳  157,357人 325,521円  ―  391,770円  

 類似団体   44.0歳        342,481円      430,082円      396,313円  

                                                                                            

    ②技能労務職                                                                            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分  

 

公務員  

平 均 年 齢      

 

職員数 平均給料月額  

 

平均給与月額  

Ａ  

平均給与月額  

（国ベース）  

長岡京市     47.4歳  59人  321,700円  406,215円  369,129円  

 

 

 

うち清掃職員  43.6歳  30人  311,500円  364,071円  359,410円  

うち学校給食  50.10歳  5人  322,500円  380,280円  376,880円  

うち用務員  51.11歳      8人  351,400円  462,538円  399,413円  

京都府    51.8歳  472人  360,436 円     419,735円  401,862円  

国  49.2歳  4,429人 285,548円  ―  322,737円  

類似団体        47.4歳  46人 329,625円     387,412円  368,656円  

             

 

 

 

 

 

 

区  分  

 

民間  参 考  

対応する民間の類似

職種  

平均年齢  

 

平均給与月額  

Ｂ  

Ａ ／ Ｂ  

長岡京市  ＝  ＝  ＝  ＝  

 

 

 

うち清掃職員  廃棄物処理業従業員  43.6歳  299,700円  1 . 3 7  

うち学校給食  調理士  38.8歳  273,200円  1 . 3 5  

うち用務員  用務員    53.9歳  225,900円  2 . 0 8  

      

 

 

 

 

 

 

区  分  

 

参考  

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較  

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

長岡京市  ＝  ＝  ＝  

 

 

 

うち清掃職員  6,563,016円  4,170,000円  1.57 

うち学校給食  6,210,700円  3,594,400円  1.73 

うち用務員  7,553,732円  3,227,400円  2.34 

＊ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成１７年～ 

平成１９年の３ヶ年平均）                                                                       

＊ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一  

致するものではない。 

＊ 年収ベースの「公務員(C)」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、 

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を

加えた試算値である。 
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 （注）１ 「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

均である。  

        ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間     

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお      

いて明らかにされているものである。  

       また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、     

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再      

計算したものである。  

 

 (2) 職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）  

区    分  長岡京市  京 都 府  国  

一般行政職  

 

大 学 卒  178,800円  178,800円  172,200円  

高 校 卒  144,500円  144,500円  140,100円  

技能労務職  

 

高 校 卒  140,100円  142,300円              －  

中 学 卒  135,600円              －              －  

 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）  

区    分  経 験 年 数 1 0 年         経 験 年 数 1 5 年         経 験 年 数 2 0 年         

一般行政職  

 

大 学 卒  270,127円  303,775円  361,743円  

高 校 卒  236,420円  274,086円  309,813円  

技能労務職  

 

高 校 卒  239,778円  284,850円  335,443円  

中 学 卒  227,343円  266,443円  316,950円  

  

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）  

区 分  標準的な職務内容  職員数  構成比  
                             

１ 級  主 事 ・ 技 師  ３４  人  ９．１％  

２ 級  主 事 ・ 技 師  ４１ 人  １１．０％  

３ 級  主 査  ７６ 人  ２０．４％ 

４ 級  
係 長  

総 括 主 査  
８７ 人  ２３．４％  

５ 級  課 長 補 佐  ４２ 人  １ １ ． ３ ％  

６ 級  次 長 ・ 課 長  ７７  人  ２０．７％  

７ 級  部 長  １５  人  ４．０％  
 

  （注）１ 長岡京市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

       ２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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 （注） 平成１８年に９級制から７級制に変更（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれ 

ぞれ統合）しているので、５年前の職員構成との比較を行いやすくするために、旧給料表の級に 

ついては、新の給料表の相当する級に置き換えて表示している。 

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況  

    

   

 

 

４ 職員の手当の状況  

 (1)  期末手当・勤勉手当  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

長岡京市  京 都 府  国  

1人当たり平均支給額（20年度）  

   1,859千円  

1人当たり平均支給額(20年度) 

              1,954千円  

―  

 

（20年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当  

  3 . 0  月分      1 . 5  月分  

  ( 1.6  )月分   ( 0.75 )月分  

（20年度支給割合）  

 期末手当     勤勉手当  

  3 . 0  月分     1 . 5  月分  

  ( 1.6 )月分  ( 0.75 )月分  

（20年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当  

  3 . 0  月分      1 . 5  月分  

 ( 1.6 )月分   ( 0.75 )月分  
 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

(職階により100分の5～100分の15)  

 

 （加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算  ５ ～ 2 0％  

・ 管 理 職 加 算  1 0％ 、 2 0％  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算 5～ 2 0％  

・ 管 理 職 加 算 1 0～ 2 5％  

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）  

 

 

 

 

 

人事評価制度を試行実施している段階のため、現時点では昇給への反映はしていない。 

人事評価制度を試行実施している段階のため、現時点では勤勉手当への勤務実績の反映 

はしていない。 
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 (2) 退職手当（平成２１年４月１日現在）                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

  

長 岡 京 市  国    

  

  

  

  

  

  

  

  

（支給率）       自己都合  勧奨・定年  

勤 続 2 0 年            23.50月分  30.55月分  

勤 続 2 5 年            33.50月分 41.34月分  

勤 続 3 5 年            47.50月分  59.28月分  

最高限度額       59.28月分  59.28月分  

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２～20％加算）  

(退職時特別昇給 ０～12号給)  

1人当たり平均支給額   2 2 , 0 4 2千 円  

（支給率）      自己都合   勧奨・定年

勤 続 2 0 年            23.50月分  30.55月分  

勤 続 2 5 年            33.50月分 41.34月分  

勤 続 3 5 年            47.50月分  59.28月分  

最高限度額       59.28月分  59.28月分 

その他の加算措置                       

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

                 

 

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２０年度に退職した職員に支給された 

平均額である。                                                         

 

  

(3) 地域手当  

   （平成２１年４月１日現在）  

支 給 実 績（20年度決算）     190,870千円   

 支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）  373,523円  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  国の制度（支給率）  

全 域       ９％        ５０６ 人        １２％  

  

 

 

   （平成２２年度の制度完成時）  

支給対象地域  支給率  国の制度（支給率）   

全 域  
未定 

（当分の間９％）  
１２％  

 （注）国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度から支給率を段階的に引き上げることとして 

いる。  

   長 岡 京 市 で は 、 現 在 当 分 の 間 ９ ％ に 抑 制 し て い る 。  
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 (4) 特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）  

支給実績（20年度決算）  20,867千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）  200,644円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）  20.4％  

手当の種類（手当数）  ５  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  左記職員に対する支給単価  

特異性手当  

対 象 業 務 従 事 者  病 害 虫 防 除 作 業  日額    800円  

対 象 業 務 従 事 者  感 性 症 等 の 処 理 作 業  日額  1,000円  

環 境 業 務 課 所 属 職 員  犬 猫 の 死 体 処 理 作 業  １ 回  6 0 0円  

対 象 業 務 従 事 者  行 旅 死 体 処 理  １ 回  1 , 2 0 0円  

環 境 業 務 課 所 属 職 員  廃 棄 物 収 集 作 業  １ 日  5 0 0円 ～ 2 , 0 0 0円

（ 作 業 距 離 に よ る ）  

社 会 福 祉 課 、障 が い 福

祉 課 、高 齢 介 護 課 所 属

職 員  

生 活 保 護 に 係 る 面 接

等  

月 額  4 , 0 0 0円  

対 象 業 務 従 事 職 員  用 地 交 渉  日 額   5 0 0円  

下 水 道 関 係 職 員  下 水 道 管 内 作 業  日 額   4 8 0円  

  税 務 手 当  課 税 課 、収 納 課 所 属 職 員  市 税 の 賦 課 徴 収 業 務  月 額  4 , 0 0 0円  

  出 動 手 当  対 象 業 務 従 事 者  風 水 害 及 び 火 災 等 に

出 動  

１ 時 間  5 0 0円  

  特 殊 手 当  対 象 業 務 従 事 者  時 間 外 勤 務 手 当 の 算 定

に つ き 不 適 当 な 職 員 に

支 給  

給 与 月 額 の 2 5／ 1 0 0以

内  

  監 督 手 当  技 能 労 務 職  現 場 職 員 を 指 揮 監 督

す る 職 員  

（ 月 額 ）  

作 業 長    2 0 , 0 0 0円  

作 業 次 長   1 5 , 0 0 0円  

班 長     3 , 5 0 0円  

主 任     1 , 5 0 0円  

 

 

 

 (5) 時間外勤務手当  

支 給 実 績 

（20年度決算）  

               1 2 2 , 8 8 7千円  

 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額  

（20年度決算）  

                   2 9 0千円  

支 給 実 績 

（19年度決算）  

                1 2 0 , 9 9 5千円  

 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額  

（19 年度決算）  

                   2 7 9千円  
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(6) その他の手当（平成２１年４月１日現在）  

  

手 当 名  
 

内容及び支給単価  
国の制度  

との異同  

国の制度と  

異なる内容  

支給実績  

（20年度決算）  

支給職員１人当たり  

平 均 支 給 年 額 

（20年度決算）  

扶 養 手 当      配偶者 13,000円  

扶養親族  

1人 6,500円  

配偶者のいない場合

１人のみ 11,000円  

16～ 22歳までの子 

加算額 5,000円  

同じ  

 53,587千円  224,213円  

住 居 手 当      借家・借間  

家賃額に応じ最高 

 27,000円  

持ち家 2,300円  

新築購入 5年未満持

家 3,000円  

異なる 

（国）新築

購入５年以

上持家 無 

新築購入 

５年未満 

2,500円  

34,772千円  68,180円  

通 勤 手 当      交通機関利用者  

6ケ月定期券基準  

1月当り最高55,000

円 

交通用具使用者等 

距離区分により  

3,000円～24,500円  

異なる 

交通用具使

用者の35km

未満の単価

が異なる  

41,014千円  122,065円  

管理職手当  部長級 14％  

次長級 13％  

課長級 12％  
異なる  

国は、特別

調整額とし

て８％～ 25

％を支給  

54,989千円  632,057円  
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５ 特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）  

区     分  給 料 月 額 等                     

  

 給  

  

料  

 

  

市          長  

 

副  市  長  

 

 

             930,000   円  

     （        円） 

             770,000   円  

     （        円） 

（参考）類似団体における最高／最低額  

956,000円／582,400円  

 

815,000円／579,600円  

 

  

 報  

 

 

 酬  

 

議     長  

 

副  議  長  

 

議     員  

 

             520,000   円  

     （        円） 

             490,000   円  

     （        円） 

             450,000   円  

    （        円） 

698,000円／400,000円  

 

618,000円／350,000円  

 

570,000円／320,000円  

 

 

 期  

 末  

 手  

 当  

 

市          長  

副  市  長  

       （20年度支給割合）  

               3.35   月分  

議     長  

副  議  長  

議     員  

       （20年度支給割合）  

               3.35   月分  

         

 退 

 職  

 手  

 当  

 

市     長  

副  市  長  

 

（算定方式）        （１期の手当額）    （支給時期）  

給料月額×600/100×在職年数     22,320,000円          任期毎  

給料月額×350/100×在職年数     10,780,000円          任期毎  

備   考 

 

  (注) 退職手当の「１期の手当額」は、平成２１年４月１日現在の給料月額及び支給率に 

基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  
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６ 職員数の状況  

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

                                                      （各年４月１日現在）  

          区 分  

部 門  

職  員  数  対 前 年  

増 減 数  

主 な 増 減 理 由            

 平成21年  平成20年  

  

 普  

  

 通  

  

 会  

  

 計  

  

 部  

 

 門  

 

 一  

 般  

 行  

 政  

 部  

 門  

 

議 会  

総 務  

税 務  

民 生  

衛 生  

労 働  

農 林 水 産  

商 工  

土 木  

8  

1 0 9  

2 8  

1 5 3  

6 9  

0  

9  

7  

4 3  

8  

1 1 0  

3 0  

1 5 4  

7 3  

0  

9  

7  

4 5  

0  

- 1  

- 2  

- 1  

- 4  

0  

0  

0  

- 2  

 

事 務 の 民 間 等 委 託  

固 定 資 産 評 価 替 え 業 務 の 終 了  

退 職 者 の 不 補 充  

退 職 者 の 不 補 充  

 

 

 

教 育 部 門 へ の 配 置 転 換 （ 学 校 耐 震 ） 

  計  4 2 6  4 3 6  -10 ＜参考＞ 

人口 1万人当たり職員数 53.96 人  

（類似団体の人口１万人当たり職員数   46.18 人） 

教育部門  8 0  7 5  5  
学 校 耐 震 業 務 及 び 国 民 文 化 祭 業 務
の 増 加  

 消防部門  0  0  0   

小   計 
 

5 0 6  5 1 1  - 5  ＜参考＞ 

人口 1万人当たり職員数 64.09 人  

（類似団体の人口 1万人当たり職員数      61.65人）  

公  

営  

企会  

業計  

等部  

 門  

 

水 道  

下 水 道  

そ の 他  

2 6  

1 5  

2 5  

2 7  

1 6  

2 5  

- 1  

- 1  

0  

退職者の不補充 

下水道整備業務の減少 

小   計  

 

6 6  6 8  - 2  
 

 

合  計  

 

 

5 7 2  

 

[  6 4 1  ]  

5 7 9  

 

[  6 4 1  ]  

- 7  

 

[  0  ]  

＜参考＞ 
人口1万人当たり職員数 72.5人  

 （注）１ 職員数は教育長を除いた一般職に属する職員数である。  

    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。  
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）  

 

 

 

  

 

区 分  

20歳  

 

未満  

20歳  

～  

23歳  

24歳  

～  

27歳  

28歳  

～  

31歳  

32歳  

～  

35歳  

36歳  

～  

39歳  

40歳  

～  

43歳  

44歳  
～  

47歳  

48歳  

～  

51歳  

52歳  

～  

55歳  

56歳  

～  

59歳  

60歳  

 

以上  

 

計  

職員数  
人 人  人 人  人  人 人 人 人 人 人 人 人 

1 20 64 48 37 41 36 48 75 85 117 0 572 

 

 

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況  

  ① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標      

平成17年4月1日   

職員数  

平成22年4月1日   

職員数  

純減数  

 

純減率  

 

   

   

   

   

       618     人  

 

       556     人  

 

 62     人  

 

10.0     ％  

 

                                                                                

                                                                                

    （参考）第二次定員管理計画における定員管理の数値目標（数・率）                  

計画期間   

    数値目標  

 

 

 
始 期

 

 

 
終 期

 

 

 

平成21年4月1日
 

 

平成23年4月1日
 

４名 

０ ． ７ ％ 純 減  
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② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要  

                                                                     （各年４月１日現在）  

          区 分  

部 門  

17年計

画始期  

18年  

１年目  

19年 

２年目 

20年 

３年目 

21年 

４年目 

22年  

５年目  
18年～21年

計  

(参考)  

数値目標  

一般行政  

 

職員数  4 4 9人  4 4 4人  4 3 9人  4 3 6人  4 2 6人   △ 2 3人  4 0 6人  

増 減   △ 5人  △ 5人  △ 3人  △ 1 0人   （ 5 3％ ）  △ 4 3人  

教  育  

 

職員数  9 1人  8 4人  7 9人  7 5人  8 0人   △ 9人  8 0人  

増 減   △ 7人  △ 5人  △ 4人  5人   （ 8 2％ ）  △ 1 1人  

消  防  

 

職員数  －  －  －  －  －  －  －  －  

増 減   －  －  －  －  －  （ － ％ ）  －  

公営企業  

等 会 計  

職員数  7 8人  7 7人  7 0人  6 8人  6 6人   △ 1 2人  7 0人  

増 減   △ 1人  △ 7人  △ 2人  △ 2人   （ 1 5 0％ ）  △ 8人  

計  

 

職員数  6 1 8人  6 0 5人  5 8 8人  5 7 9人  5 7 2人   △ 4 6人  5 5 6人  

増 減   △ 1 3人  △ 1 7人  △ 9人  △ 7人   （ 7 4％ ）  △ 6 2人  

  （注）１ 計画期間は、平成１７年～平成２２年の５年間である。  

         ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。  

   ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画 1 年目以 

      降現年までの職員増減数の累計を示す。  

 

 



- 12 - 

７ 公営企業職員の状況  

 (1) 水道事業  

   ① 職員給与費の状況  

     ア 決算  

区分 総費用 

 

    Ａ 

純損益又は

実質収支 

職員給与費 

  

      Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

 (参考) 

18年度の総費用に占

める職員給与費比率 

20年度   千円 

2,415,779 

       千円 

69,263 

     千円 

190,635 

           ％ 

7.9 

                ％ 

8.1 

 

 

 

 

 

 

 

     イ 予算                                                                                

     

  

区分 職員数 

     Ａ 

給     与     費 一人当たり給与費 

          Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当       計   Ｂ 

 

21年度 

 

 

31人 

 

129,929千円 

 

32,542千円 

 

57,730千円 

 

220,201千円 

 

7,103千円 

      （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

          ２ 給与費は当初予算に計上された額である。 

            

 

     ウ  特記事項  

   特 に な し  

 

 

    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額         

長 岡 京 市      44.7歳    349,272円 591,938円 

団 体 平 均 45.6歳 370,362円 564,094円 

事 業 者      60.0歳        987,796円 

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                      
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    ③ 職員の手当の状況  

     ア 期末手当・勤勉手当  

長  岡  京  市 一 般 行 政 職 

１人当たり平均支給額（20年度）     

              1,867千円 

1人当たり平均支給額（20年度）  

   1,859千円  

（20年度支給割合） 

         期末手当      勤勉手当 

         3 . 0  月分      1 . 5月分 

  (  1 . 6  )月分  (  0 . 7 5  )月分 

（20年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当  

  3 . 0  月分      1 . 5  月分  

  ( 1.6  )月分   ( 0.75 )月分  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

(職階により100分の5～100分の15) 

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

     イ 退職手当（平成２１年４月１日現在）  

長  岡  京  市 一 般 行 政 職 
 （支給率）       自己都合  勧奨・定年  

勤 続 2 0 年            23.50月分  30.55月分  

勤 続 2 5 年            33.50月分 41.34月分  

勤 続 3 5 年            47.50月分  59.28月分  

最高限度額       59.28月分  59.28月分  

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２～20％加算）  

(退職時特別昇給 ０～12号給)  

 

 （支給率）       自己都合  勧奨・定年  

勤 続 2 0 年            23.50月分  30.55月分  

勤 続 2 5 年            33.50月分 41.34月分  

勤 続 3 5 年            47.50月分  59.28月分  

最高限度額       59.28月分  59.28月分  

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２～20％加算）  

(退職時特別昇給 ０～12号給)  

1人当たり平均支給額   2 2 , 0 4 2千 円  
       （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給され              

た平均額である。 

 

     ウ 地域手当（平成２１年４月１日現在）  

支 給 実 績（20年度決算）          11,173千円  

 

                

  

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                  409,271円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全域         ９％ 27人               ９％ 

 

 

   エ 特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）  

      

      

      

      

      

       

支給実績（20年度決算）                              178千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                                5,913円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）                                100.0％ 

手当の種類（手当数） 2 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

特殊勤務手当 技術職員 水道施設管理業務 

 時間単価：給料の月額

及びこれに対する調整

手当の月額の合計額× 

1000分の6 

監督手当 技能職員 水道施設運営業務 
 職階により1,500円～ 

20,000円 
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   オ 時間外勤務手当                                                          

支給実績（20年度決算）                    5,157千円 

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）                      214千円 

支給実績（19年度決算）                    4,929千円 

職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）                      205千円 

       （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 

 

     カ その他の手当（平成２１年４月１日現在）                                                 

      

      

      

      

  

 

手当名 

 

内容及び支給単価 

一般行政職

の制度との

異同 

一般行政職の

制度と異なる

内容 

支給実績 

（20 年度決算） 

支給職員1人当たり

平均支給年額 

（20年度決算） 

 扶 養 手 当      扶養内容により5,000

円～13,000円 

同じ なし 

 
   5,034千円   191,388円 

 住 居 手 当      居住形態により2,300

円～27,000円 

同じ なし 
   1,196千円    45,487円 

 通 勤 手 当      通勤内容により0円～

55,000円 

同じ なし 
   2,950千円    101,369円 

 管理職手当 課長級以上職階によ

り100分の12～14 

同じ なし 
   3,170千円    633,994円 

休日出勤手当 勤務時間により100分

の135～150 

同じ なし 
    903千円 37,455円 

   

    ④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況  

   ア 定員適正化目標（数・率）  

             計画期間  

数値目標 

 

 

 

        

始 期  終  期  

 
平成17年4月1日

 

 
平成22年4月1日

 
3人純減 8.8％削減 

 

 

   イ 平成２２年４月１日現在における定員の数値目標  

                                    

３１人 

 

 

ウ  定 員 適 正 化 計 画 の 年 次 別 進 捗 状 況 （ 実 績 ） の 概 要  

     →６(３)③の参考を参照 
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技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針 

 

 

１ 基本的な考え方 

長岡京市では、「長岡京市行財政改革アクションプラン（平成１６年度～２０年度）」、「長

岡京市集中改革プラン」に基づき、厳しい行政運営の状況下、持続可能な財政構造の確立し、

新しい価値を創造できる人材育成を目的として、給与、定員管理の適正化及び民間委託の推進

をもって、その達成を目指し、かつ市民の理解を得るべく取り組みを行っているところです。

また、「第 2 次定員管理計画（平成１７年度～２１年度）」、「職員採用計画」において、業

務の外部委託化、退職者不補充など適正な定員管理を行っています。以上、上記計画を土台に

し、民間の同業職種者との均衡を十分に考慮した上で、一般職員同様、技能労務職員について

も業務運営のあり方を含めて適切な処置を講じる必要があります。 

 

２ 具体的な取組状況 

(1) 給与等に関する事項 

 国の人事院勧告、他地方公共団体及び社会経済情勢に応じて、一般職員同様、適切な処置

を講じてきました。平成１８年度の給与構造改革では、技能労務職員に適用される行政職給

料表(2)についても減額改定を行うなど、適切な給与水準を保つよう努めました。 

(2) 昇給に関する事項 

 平成１８年度の給与構造改革導入時に、技能労務職員に適用される行政職給料表(2)対象者

に対し、５７歳昇給抑制を講じ、高年齢職員に対する給与適正化を図ってきました。 

(3) 人員管理 

 昭和６３年に１４３人を数えた技能労務職員は、退職不補充などにより年々減少し、平成

２０年度には５０％減の７２人になりました。平成１４年度におこなった調理員採用を最後

に、退職者が発生した場合でも、補充としての技能労務職員の採用は行っていません。不補

充とした業務については、順次外部委託を行い、業務効率化と定員管理の適正化に努めてき

ました。 

 

業種 委託進捗状況(平成 20 年度) 

清掃業務 一部委託 

電話交換業務 一部委託  

道路補修業務 全面委託  

公園監視業務 全面委託  

警備業務 全面委託  

用務業務 一部委託  

調理業務（学校） 一部委託  

 

 

３ その他 

 平成２０年度在職の技能労務職員７２人のうち、２３人が５５歳以上であり今後５年以内に

定年退職を迎えます。定員管理計画にある退職不補充の方針のもと、平成２５年には３２％減

の４９名となる予定です。減員分については、今後とも外部委託化を推進し、業務の維持、効

率化に努めます。また、給与水準についても、引き続き人事院勧告、他地方公共団体及び社会

経済情勢に応じて適切な処置を講じます。 
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４ 技能労務職員数の推移                         （単位：人） 

  昭和 63 年 平成 5 年 平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 

総数 143 141 128 96 72 49 

清掃職員 30 36 50 42 34 28 

電話交換手 4 4 3 2 1 1 

道路補修員 2 2 2 2 2 2 

公園監視員 3 2 1 1 1 0 

運転手 6 5 5 5 4 1 

警備員 2 2 0 0 0 0 

用務技手 18 15 12 9 9 6 

調理員（学校） 49 47 36 19 7 4 

調理員（その他） 18 17 13 12 12 6 

浄水場工手 11 11 6 4 2 1 

注１）  各年４月１日時点の数 

注２）  平成２５年は見込み数 

注３） 平成１０年の清掃職員増員は、下水道普及による補償措置としての受け入れによる。 

 

 

 

 

 


